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株 主 の 皆 様 へ 
 
株主の皆様にはますますご清栄のこととお喜び申し上げます。 

        ここに第２７期の事業概要をご報告申し上げます。 
当期の経済情勢を振り返りますと、一昨年秋の景気後退から一部で持ち直しの兆

しが見られたものの、依然として自律性は弱く、個人消費は低迷し、雇用情勢は引

き続き厳しい状況で推移しました。 

このような中、当社におきましても沿線企業従業員の減少ならびにＥＴＣ割引の

影響に伴う沿線集客施設利用者の減少、さらには沿線居住者の少子高齢化や繁忙期

における天候不順等により厳しい経営環境となりましたが、前期に引き続き経費の

削減に努めるとともに、安全に資する設備については積極的に投資し、安全・安定

輸送の向上ならびにお客様のニーズを捉えたサービス及び利便性向上の取り組みを

進めてまいりました。 

安全面では、「軌道事故防止対策委員会」を定期的に開催し、運輸安全マネジメ

ントに基づく危機管理体制の構築に努め、営業線を使用した夜間事故復旧訓練を実

施しました。 

あわせて、ホームドア機器更新、走行路補修、ポイント更新等、諸設備の整備に

取り組むとともに、駅構内に防犯カメラを増設し、安全対策の充実を図りました。 

サービス面では、駅案内表示をユニバーサルデザイン化し、また、全無人駅にテ

レビ付インターホンを設置するとともに、八景島駅にトイレを新設し、利便性の向

上を図りました。 

さらに、福浦駅のエレベーター新設に伴い、１４駅すべてのラッチ内にエレベー 

ターが設置されたほか、全駅に触知案内板を取付けるなど、バリアフリー化を推進 

しました。 

一方、営業面では、１日企画乗車券及び沿線集客施設のチケット販売を積極的に 

行い、収益の向上に努めるとともに、他社との共同企画によるウォーキングの開催、

開業２０周年を記念した沿線小学生によるギャラリー列車・絵画展の実施、さらに

ラッピング列車の運行等、様々な企画を展開し、旅客誘致を図りました。 

また、駐車場運営においても、お客様の利用状況に合わせた効率的な運用を行う

等、増収策を図りましたが、長引く不況の影響を受け、軌道事業、付帯事業収入と

も減少となりました。 

その結果、当期の運輸実績は１日平均の輸送人員で４９，７０７人（前期比  

１．８％減）となりました。 
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収支につきましては、営業収益が３８億６千１百万円（前期比２．６％減）と  

なりましたが、本社、現業業務の効率化による要員の見直し及び外注工事の直営 

化による修繕工事費の圧縮等の結果、営業利益は１０億２千４百万円（前期比 

８．５％増）、経常利益が９億６百万円（前期比５．７％増）となりました。 

これに、特別損失として固定資産除却損を計上し、法人税、住民税及び事業税に 

おいて法人税等調整額を計上した結果、当期純利益は６億４千６百万円（前期比  

２９．７％増）となりましたが、当期末現在においても依然として債務超過の状況 

にあります。 

しかしながら、横浜市の「平成２２年度予算」において、当社に対する２５億円

の出資が議決されたことから、今後、増資の手続きを進め、債務超過の解消を図っ

てまいります。 

設備投資の状況につきましては、総額で７億５千５百万円となり、主なものとい 

たしまして、ＡＴＣ/ＡＴＯ/列車無線地上設備更新（新造車両対応）に３億９千４ 
百万パスモソフト改修（他社新駅開業対応等）に７千８百万円、駅案内表示ユニバ 
ーサルデザイン化に７千３百万円、ホームドア機器更新に６千３百万円、バリアフ

リー関係（エレベーター設置に伴う駅舎改修等）に３千６百万円、全無人駅テレビ

付インターホン新設ならびにポイント更新に各々２千万円、八景島駅トイレ新設に 
１千７百万円を実施いたしました。 
資金調達の状況といたしましては、平成２２年３月３１日、財団法人横浜企業経

営支援財団の産業活性化資金制度廃止にともない借入金７億円の繰上返済を行うた

め、同日付で横浜市から７億円の借入を行いました。 
なお、横浜市からの借入条件につきましては、財団法人横浜企業経営支援財団の 
借入条件を継承したものとなっております。 
また、当期末現在の借入先及び借入額は、株式会社日本政策投資銀行に１６億  
８千８百万円、横浜市に８０億２千６百万円となっております。 

    今後の事業運営に際しましては、輸送人員、運輸収入が依然として減少傾向に推

移すると見込まれる中、老朽化した安全に資する設備の更新及び平成２２年度から

の車両更新等に伴う大型設備投資資金を民間金融機関から円滑に調達することが喫

緊の課題となっています。 

その対策として、横浜市からの借入金の返済につきましては、当事業年度末に返

済期限を迎えていたものを含め、民間金融機関からの借入金の返済後に実施するこ

とに契約を変更しました。 

この横浜市からの返済繰延支援と出資及び車両更新等設備投資に係る新規借入に 

  関する損失補償の支援を合わせて受けることを前提に、民間金融機関からの借入に
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つきましては、既に交渉を進めております。 

 厳しい経営環境のなかではありますが、当社におきましても平成２１年１２月に 

新たに策定した「経営改善計画」を確実に実施することにより、自立した企業・安 

定した経営基盤を構築し、より一層信頼を得られる鉄道を目指し、全社員一丸とな

って取り組んでまいります。 

最後に、開業以来の懸案事項でありました京浜急行金沢八景駅への延伸につきま 

しては、着実な事業進捗が見込まれる状況となり、平成２８年度の延伸接続を目標

に関係者との協議を進めてまいります。 

     株主の皆様には、一層のご支援、ご協力をお願い申し上げます。 
 
 
平成２２年６月 

代表取締役社長   太   田   浩   雄 
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会 社 の 現 況 
１．主な事業の内容 
当社の主な事業は、軌道法に基づく一般運輸業であり、内容は次のとおりであり

ます。 
（１）区  間  新杉田駅から金沢八景暫定駅（１４駅） 
（２）営業キロ  １０．６㎞ 
 
２．事 業 所 
本  社  横浜市金沢区幸浦二丁目１番地１ 

 
３．従業員の状況 

                                           （平成２２年３月３１日現在） 
区   分 男 女 計 
従 業 員 数 １０４人 ５人 １０９人

同上中他社から 
出向している者 

 
８人

 
０人

 
８人

平 均 年 齢 ４２．０歳 ４４歳 ４２．１歳

 
４．株式に関する事項 
（１）発行可能株式総数                     １５２，０００株 
（２）発行済株式の総数           １５２，０００株 
（３）当事業年度末の株主数              ４４名 
（４）上位１０名の株主 

株 主 名 持 株 数 持株比率 
横 浜 市 ７８，０００株 ５１．３２％

京 浜 急 行 電 鉄 株 式 会 社 ２４，１２０株 １５．８７％

西 武 鉄 道 株 式 会 社 ８，０００株 ５．２６％

株 式 会 社 横 浜 銀 行 ７，６００株 ５．００％

三 菱 重 工 業 株 式 会 社 ４，５６０株 ３．００％

相鉄ホールディングス株式会社 ３，８００株 ２．５０％

東 京 急 行 電 鉄 株 式 会 社 ３，８００株 ２．５０％

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 ３，４００株 ２．２４％

東 京 電 力 株 式 会 社 ３，０４０株 ２．００％

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 ２，９８０株 １．９６％
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事 業 の 概 要 
１．業績の推移 
（１）運輸成績の推移 

第 26期 
（平成２０年度） 

第 27期 
（平成２１年度） 区 分 単 位 

年 間 １日平均 年 間 １日平均 

営 業 日 数 日 365 － 365 － 

営 業 キ ロ キロ 10.6 － 10.6 － 

定 期 人 9,108,382 25,301 9,114,808 25,319

定 期 外 人 9,233,603 25,298 8,901,813 24,388

輸

送

人

員 合 計 人 18,341,985 50,599 18,016,621 49,707

定 期 千円 1,431,353 3,921 1,426,552 3,908

定 期 外 千円 2,259,356 6,190 2,184,331 5,984

運

輸

収

入 合 計 千円 3,690,710 10,111 3,610,884 9,892

運 輸 雑 収 千円 66,036 180 58,518 160

収 入 合 計 千円 3,756,746 10,292 3,669,402 10,053

 
（２）営業成績及び財産の状況の推移 

区  分 単位 
第 24期 
平成 18年度

第 25期 
平成 19年度

第 26期 
平成 20年度 

第 27期 
平成 21年度

営 業 収 益 千円 3,664,899 3,896,823 3,962,508 3,861,335

経 常 利 益 〃 936,593 936,506 857,536 906,409

当期純利益 〃 519,683 516,619 498,249 646,435
１ 株 当 た り 
当 期 純 利 益 円 3,418.96 3,398.81 3,277.96 4,252.87

総 資 産 千円 12,600,977 11,960,952 12,587,434 12,448,294

（注）１．当事業報告記載の金額には、消費税等を含んでおりません。 
      ２．当事業報告記載の金額は、表示単位未満を切り捨てております。 

 



- 6 - - 6 -

業務の適正を確保するための体制 

  当社では、業務の適正を確保するため、７項目について以下の体制を構築しております。 
 

１．取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体 

  制 

当社は、企業が存続していくために、コンプライアンス（法令遵守）を徹底する 
ことが最も重要であると認識しており、取締役及び社員は法令を遵守し、高い倫理 
観をもって適切に行動し、社会から信頼される経営体制の確立に努めています。 

    また、内部通報制度を実施しており、その浸透を図るとともに常日頃企業の社会 
   的責任・法令遵守の重要性について、社員に周知徹底しております。 
 
２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

    当社は、取締役会や重要な会議の意思決定に係る記録及び決裁した文書等を法令 
及び社内規程に基づき適正に保存、管理しています。また、必要に応じて、取締役 
及び監査役が文書を閲覧できる体制としております。 

 
３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

    当社は、公共交通機関としての事故防止だけでなく、テロ災害等への対策にも  
万全な体制とするため軌道事故防止対策委員会を月１回開催するとともに、運輸  
安全マネジメントを徹底するため内部監査を行うなど、事故防止に努めております。 

 

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

    取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するために、規程に基づき  
取締役会を開催しております。 

    業務執行に関する事項については、常勤役員等から成る常務会を原則週 1回  
開催し業務を執行しております。 

    また、経営に関する重要事項については、取締役会で執行決定を行っております。 
 

５．株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を 

確保するための体制 

    現在、子会社及び関連会社等はございません。 
 

 

６．監査役の職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に 

関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項 

現在監査役の職務を補助する使用人はおりませんが、監査役から求められた場合 
には、監査役と協議のうえ、合理的な範囲で配置することといたします。 
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    また、配置された使用人の任命・人事異動及び人事考課等の人事権に係る事項の 
決定については、事前に監査役から承認を得ることとし、取締役からの独立性を 
確保いたします。 

 
７．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関す

る体制及びその他監査役の監査が実効的に行われていることを確保するための体制 

    監査役が取締役会、常務会へ出席し、重要な報告を受ける体制としています。 
    また、代表取締役と監査役は相互の意思疎通を図るため、定期的な会合をもつこ 
 とができる体制としています。 
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貸 借 対 照 表 
平成２２年３月３１日現在 

科    目 金   額 科    目 金   額 
（ 資 産 の 部 ） 

流 動 資 産 

千円

2,438,011

（ 負 債 の 部 ） 

流 動 負 債 

千円

2,206,813

現 金 預 金 
未 収 運 賃 
未 収 金 
未 収 収 益 
有 価 証 券 
貯 蔵 品 
前 払 費 用 
繰 延 税 金 資 産 

 
 
 

固 定 資 産 

 1,035,584
176,124
97,549
3,619

1,000,000
83,100
8,608

33,424

10,010,282

1年以内返済長期借入金  
未 払 金 
未 払 費 用 
未 払 法 人 税 等 
未 払 消 費 税 等 
預 り 連 絡 運 賃 
預 り 金 
前 受 運 賃 
前 受 収 益 
賞 与 引 当 金 

 
固 定 負 債 

857,714
890,331
10,577

158,556
35,387
11,418
76,659

122,945
5,395

37,827

11,712,176

長 期 借 入 金 
退 職 給 付 引 当 金 
役員退職慰労引当金 
長 期 未 払 金 
長 期 預 り 保 証 金 
負 債 合 計 

8,857,081
312,301

2,815
2,519,356

20,622
13,918,989

（ 純 資 産 の 部 ） 

株 主 資 本 △  1,470,695

軌道事業固定資産 
付帯事業固定資産 
各 事 業 固 定 資 産 
建 設 仮 勘 定 
投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券 
長 期 貸 付 金 
長 期 前 払 費 用 
繰 延 税 金 資 産 
その他の投資等 

 
 
 

9,227,248
89,228
4,522

480,315
208,967
10,000
23,871
3,327

171,718
50
資 本 金 
利 益 剰 余 金 
その他利益剰余金 
繰越利益剰余金 

純 資 産 合 計 

7,600,000

△  9,070,695

△  9,070,695 

△  9,070,695

△  1,470,695

資 産 合 計 12,448,294 負 債 純 資 産 合 計 12,448,294

（記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。） 
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損 益 計 算 書 
 

平成２１年４月 １ 日から 
平成２２年３月３１日まで 

 

科        目 
 

 

金         額 
 

 

 
 

軌 道 事 業 
 

営 業 収 益
 

営 業 費
 

営 業 利 益
 

付 帯 事 業 
 

営 業 収 益
 

営 業 費
 

営 業 利 益
 

全 事 業 営 業 利 益 
 

営 業 外 収 益 
 

受 取 利 息
 

受 託 工 事 手 数 料
 

そ の 他
 

営 業 外 費 用 
 

支 払 利 息
 

そ の 他
 

経 常 利 益 
 

特 別 損 失 
 

固 定 資 産 除 却 損
 

税 引 前 当 期 純 利 益 
 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 
 

法 人 税 等 調 整 額 
 

当 期 純 利 益 

千円

 
 
 
 
 
 
 
 

3,669,402
 
 
 
 

2,698,224

 
 
 
 
 

191,932
 
 
 
 
 

138,991

 

2,854
 
 
 

4,424
 
 
 

5,301

 
 
 
 
 
 

115,766
 
 
 
 
 
 

14,523

 
 
 
 
 

108,818

 
 
 
 

356,298
 
 
 
 

△  205,143

千円

 
 
 
 
 
 
 
 

971,177

 
 
 
 
 

 

52,941
 
 
 
 
 
 
 

1,024,119

 
 
 
 
 
 
 
 
 

12,579

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

130,289
 
 
 
 
 
 
 

906,409

 
 

 

 
 

 
 

108,818
 
 

 
 

 

 
 

 

797,590

 
 
 
 
 
 

151,155

646,435

（記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。） 
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株主資本等変動計算書 
 

平成２１年４月 １ 日から 
平成２２年３月３１日まで 

 
株   主   資   本 

 
 

利益剰余金 
 

 
その他利益 
剰余金 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
資 本 金 

 
 
 

 
繰越利益 
剰余金 

 

 
 

 
利益剰余金 
合計 

 
 
 

 
 
 
 
株主資本 
合計 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
純資産合計 

 
 
 
 
 

 
 
 
平成 21年 3月 31日 
残高 
 
 
 

 
千円 

 
7,600,000 

 
 

千円

△9,717,130

千円

△9,717,130

 
千円 

 
△2,117,130 

 
 

千円

△2,117,130

 
 
当期変動額 
 
 

  

 
 
当期純利益 
 
 

 
 
 
 

646,435 646,435

 
 

646,435 
 

646,435

 
 
当期変動額合計 
 
 

 
 
－ 

 
646,435 646,435

 
 

646,435 
 
 

646,435

 
 
平成 22年 3月 31日 
残高 
 
 

 
 

7,600,000 
 
 

△9,070,695 △9,070,695

 
 

△1,470,695 
 
 

△1,470,695

（記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。） 
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(重要な会計方針に係る事項に関する注記) 

１．資産の評価基準及び評価方法 
（１）有価証券の評価基準及び評価方法 
     その他の有価証券 

時価のないもの‥‥‥移動平均法に基づく原価法 
（２）棚卸資産に関する評価基準及び評価方法 
    貯蔵品‥‥‥最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げ

の方法により算定） 
 
２．固定資産の減価償却の方法 
（１）有形固定資産 
     定額法を採用しております。ただし、軌道事業固定資産の構築物の一部（取替

資産）については、取替法を採用しております。なお、主な耐用年数は、下記の

とおりであります。 
      建 物……３年～５０年 
      構 築 物……５年～６０年 
      車 両……５年～１３年 

機械装置……４年～１７年 
（２）無形固定資産 
定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は自社利用ソフトウェア５年

であり   ます。 
 
３．引当金の計上方法 
（１）賞与引当金は、従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当事業

年度に対応する額を計上しております。 
（２）退職給付引当金は、従業員の退職金の支給に備えるため、退職給付に関する実

務指針（会計制度委員会報告第１３号）に定める簡便法により、当事業年度末に

おける退職給付債務見込額に基づき計上しております。退職給付会計基準変更時

差異（９２，７２２千円）については、１５年による按分額を費用処理しており

ます。 
（３）役員の退職慰労金については内規に基づく事業年度末要支給額を役員退職慰労

引当金として計上しております。 
 なお、平成１９年６月２６日をもって、役員退職慰労金引当金制度を凍結した

ため、同日以降の新たな繰入は行っておりません。 
 
４．消費税等の会計処理 
税抜方式によっております。 
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（貸借対照表に関する注記） 

１．担保に供している資産及び担保に係る債務 
  （１）担保に供している資産           ９，２２７，２４８千円 
  （２）担保に係る債務              １，６８８，０００千円 
    ア 一年以内返済長期借入金           ７５２，０００千円 
    イ 長期借入金                 ９３６，０００千円 

 
２．有形固定資産の減価償却累計額       ２２，４０４，９３６千円 
 
３．事業用固定資産 
有形固定資産               ８，７４７，８８６千円 

       建 物            ２，４６０，８２０千円 
       構 築 物            ４，０６１，１１５千円 
       車 両              ４２０，９２１千円 
       機 械 装 置            １，７４５，４１０千円 
       工具器具備品               ５９，６１７千円 
     無形固定資産                 ５７３，１１４千円 
 
（損益計算書に関する注記） 

１．営 業 収 益             ３，８６１，３３５千円 
 
２．営 業 費             ２，８３７，２１６千円 
    運 送 費 及 び 売 上 原 価         １，４１６，３８４千円 
    一 般 管 理 費           １７１，５８０千円 
    諸 税           １２３，９１１千円 
    減 価 償 却 費         １，１２５，３３８千円 
 
（株主資本等変動計算書に関する注記） 

発行済株式の種類及び総数                  （単位：株） 
株式の種類 前期末株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数
普 通 株 式 152,000 0 0 152,000
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（税効果会計に関する注記） 

繰延税金資産発生の主な原因別の内訳 
    繰延税金資産 
      賞与引当金           １７，４１１千円 
      未払事業税           １６，０１２千円 
      減価償却費           ４２，８０４千円 
      退職給付引当金        １２８，９１４千円 
      繰延税金資産合計       ２０５，１４３千円 
 
（リースにより使用する固定資産に関する注記） 

   貸借対照表に計上した固定資産のほか、ソフトウェアの一部については、所有権 
移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。 

 
（金融商品に関する注記） 

１．金融商品の状況に関する事項 
    現金預金並びに有価証券等の資金運用については短期的な預金に限定し、安全 
      性の高い金融資産に限定しております。 

未収運賃は顧客及び連絡運輸会社等の信用リスクにさらされておりますが、 
そのリスクは極めて低いものであります。 
借入金につきましては、設備投資資金にかかる資金調達であり、その大部分に 
つきましては無利息であります。 

 
２．金融商品の時価等に関する事項 
平成２２年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に  

      ついては、次のとおりであります。 
 

 貸借対照表計上額

（千円） 
時  価 
（千円） 

差  額 
（千円） 

①現金預金 
②未収運賃 
③有価証券 
④１年以内返済長期借入金 
⑤未払金 
⑥未払法人税等 
⑦前受運賃 
⑧長期借入金 
⑨長期未払金 

1,035,584 
176,124 

1,000,000 
857,714 
890,331 
158,556 
122,945 

8,857,081 
2,519,356 

1,035,584  
176,124  

1,000,000  
857,714  
890,331  
158,556  
122,945  

7,290,393  
2,519,356  

― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 

△1,566,687 
― 
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（注）金融商品の時価の算定方法に関する事項 
   ①現金預金、②未収運賃、並びに③有価証券 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、 
当該帳簿価額によっております。 
④１年以内返済長期借入金、⑤未払金、⑥未払法人税等、並びに⑦前受運賃 
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、 
当該帳簿価額によっております。 
⑧長期借入金 
長期借入金の時価については、元利金の合計額を直近の借入金利率で割り 
引いて算定する方法によっております。 
⑨長期未払金 
長期未払金の時価については、現在、明確な時期が未定であるものの、  
来期中を目途に返済を予定しております。そのため、時価は帳簿価額とほぼ  
等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

 
（追加情報） 

当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第１０号 平成 
２０年３月１０日）及び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業  
会計基準適用指針第１９号 平成２０年３月１０日）を適用しております。 

 
（関連当事者との取引に関する注記） 

１．親会社及び法人主要株主等 
 

関連内容 
 

 
属 性 

 
 

 
会社等 
の名称 

 
議決権等 
の所有

(被 
所有)割
合 

 
役員の兼任

等 

 
事業上の関係 

 
取引の内容 

 

 
取引金額 

(千円) 

 
科目 

 

 
期末残高 
（千円） 

乗 車 券 の 販 売 営業収益(福祉)(注 1) 527,057  ― 

車両基地等の賃借 営業費(賃借料)(注 2) 116,245 未払金 34,312

受託工事代金の

収受 
受託工事代金 (注 3) 97,549 未収金 97,549

 
法人主要 
株  主 
 
 
 
 

 
横浜市 

 
被所有 
直接 
51.32% 
 

 
兼任 2名 

資 金 借 入 借入金の返済 (注 4) 
新規借入（注４） 

100,000 
700,000 

1年以内返済 
長期借入金 

 
 
 

長期借入金 

長期未払金 

105,714
 
 
 
 
 
 

7,921,081
2,519,356

 
取引金額には消費税が含まれておりません。 

取引条件及び取引条件の決定方針等                          

(注１) 営業収益（福祉）は、実績等に基づき毎期契約のうえ決定しております。 

(注２) 営業費(賃借料)は、車両基地、駐車場用地等であり、市場価格等を参考に交渉の結果、毎期契約のうえ決定しております。 

(注３) 受託工事代金は、横浜市インフラ部のエレベータの設置であり実費を基に交渉の結果決定しております。 

(注４) 借入金は、7,326,795千円が無利息であり、700,000千円は 1.5％で借り入れております。 

    なお、長期未払金は、過年度における利息相当額であり支払いを猶予されております。 
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（１株当たり情報に関する注記） 

１株当たり純資産額             △９，６７５円６３銭 
   １株当たり当期純利益金額           ４，２５２円８７銭 
 
（その他の注記） 

１．退職給付関係 
（１）採用している退職給付制度の概要 
当社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を採用しております。 

（２）退職給付債務に関する事項（平成２２年３月３１日現在） 
・退職給付債務               ３４３，２０９千円 
・退職給付会計基準変更時差異未処理額     ３０，９０７ 
退職給付引当金              ３１２，３０１ 

（３）退職給付費用に関する事項 
（自 平成２１年４月１日 至 平成２２年３月３１日） 
・勤務費用                  ２９，４４９千円 
・会計基準変更時差異費用処理額         ６，１８１ 
退職給付費用                ３５，６３１ 

（４）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
当社は、退職給付債務の算定にあたっては、簡便法によっており、退職 
一時金制度に基づく期末自己都合要支給額を基礎として計算しております。 
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役          員（平成２２年６月２４日） 
 

取 締 役 社 長      太  田  浩  雄 

(代表取締役) 

常 務 取 締 役      井 上 順 一 

 

常 務 取 締 役      遠 山   毅 

 

取    締    役      天 木 武 彦 

 

取    締    役      加 藤 敏 彦 

 

取    締    役      上 野 達 夫 

 

取    締    役      塚 原 良 一 

 

取    締    役      沼 野 惠 一 

 

取    締    役      貝  道  和  昭 

 

取    締    役      川  口  正  敏 

 

                     取    締    役      青  井  俊  夫 

 

常 勤 監 査 役      橘  川  道  雄 

 

監    査    役      橋  本  康  正 

 

監    査    役      沼  尾  雅  徳 


